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1 はじめに	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

1.1 研究の背景  

近年、各地でコンパクトシティや中心市

街地活性化の流れを受けた駅周辺再開発の

動きがあり、駅の拠点性が一層高まること

が期待される一方、その結果増加する来街

者を市街地全体のにぎわいにつなげるため、

駅と周辺地区をつなぐ歩行者環境整備が必

要である。しかし、実際は「駅」「駅前広場」

「市街地」が個別に計画されることが多く、

一体的環境整備にまで至っていない。 

その中でペデストリアンデッキ（以下、

デッキ）は駅と市街地をつなぐ空間として、

また高密化した市街地の貴重な広場空間と

して大きな役割を果たしてきた。2011年の

都市再生特別措置法改正により公共空間の

利活用等が幅広くなったことから、今後つ

なぎ空間の役割を見直し、駅と市街地との

一体的歩行者環境整備という観点から再整

備や利活用の方針を検討する必要がある。 

1.2 研究の目的  

以上の背景を踏まえ、本研究では以下 3

点の具体的な目標を設定し研究を行った。 

①駅周辺歩行者環境整備に関する法制度の

変遷を整理し、時代ごとの特徴やその整備

に向けた諸課題、つなぎ空間に求められる

役割を整理する（第 2章）。②デッキの設置

された東京郊外鉄道駅を対象に、現状の駅

周辺地区の歩行者環境の類型化とそれに応

じた課題を整理する。また、自治体計画に

おけるつなぎ空間整備の位置付けを整理し、

実態と計画の関係性の中から現状の課題と

改善の方向性を明らかにする。（第 3 章）。
③駅と市街地の一体的歩行者環境整備に取

り組む町田駅・柏駅東口・大宮駅西口の事

例に着目し、文献調査およびヒアリング調

査によって、各事例における駅周辺歩行者

環境整備およびそれに合わせたつなぎ空間

の再整備・利活用プロセスとその方向性を

明らかにする（第 4章）。 

 

2 鉄道駅周辺歩行者環境整備の変遷と

課題  

2.1 駅前広場の設計方針・関連制度の変

遷  

駅前広場設計の転換点を整理すると、駅

前広場が都市計画上位置付けがなく、その

設計方針もなかった「Ⅰ. 1945年以前」、戦

災復興計画の中で駅前広場設計が位置づけ

られ、全国で整備が進められていく「Ⅱ. 

1946～1972 年」、交通事故の死傷者増加が

社会問題となり、柏駅のペデ導入以降各駅

で歩車分離環境が形成される「Ⅲ. 1973～

1997 年」、駅前広場設計指針が改訂されて



交通処理以外の景観・にぎわい・バリアフ

リー等が重視されるようになった「Ⅳ. 1998

年以降」の 4つに分けられる（表 1）。 

駅と市街地の一体的歩行者環境整備が重

視されるのは、Ⅳ期後半以降である。まず

バリアフリーの観点から交通環境改善を図

る支援事業が登場し（表 1の①）、その後交

通施設の整備による利便性向上を目的とし

たもの（②）、市街地再開発や都市再生に合

わせて歩行者環境整備を図るもの（③）が

追加された。 

2.2 つなぎ空間の役割の変化  

日本の鉄道駅周辺地区の歩行者環境整備

は、鉄道事業者による駅前広場の単独事業

から徐々に自治体主導へと推移し、その方

向性も鉄道利便性向上から交通機能結節点

強化へ、さらに駅と周辺街区をつなぐため

の整備へ変わりつつある。また、2011年の

都市再生特別措置法改正によって公共空間

利活用の幅が広がり、駅前広場空間の利活

用によるにぎわい創出が可能になった。 
以上を踏まえ、今後、駅と市街地のスム

ーズな移動を確保する「交通処理機能」と

にぎわいを生み出す「広場機能」の両面か

らつなぎ空間の役割を考える必要がある。 

 

3 東京圏郊外におけるつなぎ空間の課

題	  

3.1 研究対象の鉄道駅の選定  

大都市圏郊外は他地域より鉄道利用率が

高く、駅を中心とした歩行者環境の改善が

市街地活性化に大きく寄与する地域と考え

 
図 1. 本研究の対象駅 

 

図 2. 駅周辺歩行者環境の分析指標 

られる。そこで本研究では、つなぎ空間と

してデッキを持つ「東京都心から 40km 圏

内」「一日均乗降客数が 5 万人以上」の 26

駅を研究対象として選定した（図 1）。なお

26駅で 35箇所のデッキが設置されている。 

3.2 駅周辺歩行者環境の特徴による類型

化  

表 1. 鉄道駅周辺歩行者環境整備の変遷 



対象 35箇所のデッキについて、7つの指

標を設け特徴に応じて類型化し、各類型ご

との課題を検討した（図 2）。その結果、地

上レベルとデッキレベルでの整備水準の違

いから 4つのタイプに分類された。 

歩行者環境整備が十分な水準に達してい

る「①総合的歩行者環境良好型」では、来

街者の更なる回遊行動を引き出すため公共

空間の高質化やにぎわい創出が求められる。

地上レベルの歩行者環境が豊かな「②道路

環境良好型」では回遊性向上のためデッキ

環境改善が求められるが、該当する駅の多

くが既に高密度化している市街地に位置す

ることからそのハード整備は難しい。そこ

で、広場空間の利活用によってにぎわいを

地上レベルと連続させ、来街者を誘導する

施策が考えられる。「③デッキ環境良好型」

では地上レベルの歩行環境が不十分である

ことからデッキと直結する大型店舗へと人 

図 3. 駅周辺歩行者環境の類型化 

が流れ、周辺市街地の活力を減退させてい

る地区が多い。地上での歩行者の回遊を生

み出すため、駅周辺地区の交通規制の実施

等を検討する必要がある。「④歩行者環境要

整備型」は住宅地や繁華街の駅裏など、従

来歩行者環境が重視されなかった地区が多

く、自動車交通中心の環境となっている。

駅にアクセスする自転車・自動車・公共交

通を含めた総合的な視点から歩行者環境整

備方策を検討する必要がある。 
3.3 自治体計画における整備の方向性  

また、類型化により整理された課題と現

在の自治体計画における整備方針を比較す

ると、最も整備が必要な④の地区の約 7 割

が整備へ向けた具体的計画を有していない



ことが明らかとなった。今後、コンパクト

な市街地構造への転換および駅を中心とし

た市街地再生を進めていくためにも、具体

的な計画を定めた上で課題に沿った歩行者

環境整備を進めることが望まれる。 

 

4 駅と市街地の一体的歩行者環境整備と

今後のつなぎ空間の方向性	  

対象 35 地区の中でも歩行者環境整備に

ついて独自の具体的構想を有しており、そ

の構想を具体化する段階に差し掛かってい

る事例として、類型ごとに①から町田駅、

②から柏駅東口、③から大宮駅西口を選定

し、各地区の課題に応じた歩行者環境改善

のケーススタディを行った（表 2）。 
対象 3 駅周辺地区では共通して面的な歩

行者環境整備を進めようとする構想がある

一方、つなぎ空間を市街地回遊創出のため

の空間として位置付け、その利活用等につ

いて検討を行っているのは柏駅東口のみで

あり、柏駅ではその利活用の方法として都

市再生特別措置法を利用した道路占用によ

る恒常的なオープンカフェの実施計画など、

その管理運営まで見越した体制整備が着々

と進んでいる点で、他 2 例よりも先進的な
事例であると評価できる。柏駅で取組が進

んでいる要因として、ストリートミュージ

シャンの活動により早い時期からデッキ空

間利活用が受容されてきたこと、また民間

主導でデッキ下整備を行い、イベント広場

として活用が進められたこと、これらの方

向性が官民協働体制の下で共有され、現在

のデッキ上部空間を利用した各種イベント

やオープンカフェ構想へとつながっている。 
 

5 おわりに	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

駅と市街地の一体的歩行者環境整備にお

けるつなぎ空間の「課題」として、①駅周

辺の歩行者環境整備の具体的計画が定まっ

ていない地域が多く、回遊性を損なってい

表 2. 対象 3駅周辺の歩行者環境整備における特徴の比較 



ること、②つなぎ空間が従来交通処理機能

のみ考慮されてきたため、現在でも多くの

駅でデッキの広場的活用が認められず、市

街地活性化のために用いることが出来てい

ないことが挙げられた。 
それに対する改善の方向性として、③柏

駅のようにデッキと地上面を連携して整備

や利活用を進めることで、市街地全体の回

遊性の向上に結び付くことが示された。こ

れは、高密度に市街化されデッキの環境整

備が難しい既成市街地でも有効な施策であ

る。また、④つなぎ空間の広場的空間を利

活用するため官民協働により継続的な運営

体制に発展させる必要がある。 
今後の課題として、デッキ以外のつなぎ

空間の特性や市街地と駅との距離関係に応

じた課題を明らかにし、駅と市街地を効果

的につなぐ歩行者環境整備方策の検討を重

ねていくことが求められる。 


